
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
収納室 (3)に対して商品 (1)を挿脱自在とするケース本体 (5)の開口部 (4)に、開口縁から開
口部 (4)の一部分を開閉自在に閉鎖する開閉施錠装置 (7)を設けた構成において、
　ケース本体 (5)の開口縁に沿ってＸ軸方向に延設されると共に該Ｘ軸方向の端部に出入
口 (15)を開設したハウジング (8)と、Ｘ軸方向に関して前記出入口 (15)を介して挿入方向
Ｆ１と引出方向Ｒ１に進退移動自在となるようにハウジング (8)に挿入された鍵部材 (9)と
、ケース本体 (5)の開口縁から開口部に向かうＹ軸方向に関して開口部 (4)に対する前進方
向Ｆ２と後退方向Ｒ２に進退移動自在となるように前記ハウジング (8)に添設された錠部
材 (10)とから構成されており、
　前記鍵部材 (9)は、ハウジング (8)に挿入された状態で前記引出方向Ｒ１への移動を阻止
するように係止するロック手段 (25)を備え、ハウジング (8)の外部から解錠磁石手段 (44)
を臨ませたとき該ロック手段 (25)の係止を解除する解錠用磁性体 (26)を設けており、
　前記錠部材 (10)と鍵部材 (9)は、相互に、鍵部材 (9)を挿入方向Ｆ１に移動したとき錠部
材 (10)を前進方向Ｆ２に移動させ、鍵部材 (9)を引出方向Ｒ１に移動したとき錠部材 (10)
を後退方向Ｒ２に移動させる開閉連動手段 (29)により連動的に連結されて成ることを特徴
とする商品展示ケースの開閉施錠装置。
【請求項２】
ケース本体 (5)のハウジング (8)は、ケース本体 (5)の開口縁に沿って開口する溝開口 (14)
を備えた溝部 (13)を形成すると共に、該溝部 (13)にＹ軸方向に突出する連結片 (16)を備え
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、
　錠部材 (10)は、前記溝部 (13)の溝開口 (14)を被う縦板部 (18)と、該縦板部 (18)から溝開
口 (14)の内部に向けて延びる横板部 (19)とを備え、該横板部 (19)に前記連結片 (16)を挿入
せしめる連結孔 (20)を形成し、
　鍵部材 (9)は、ハウジング (8)の出入口 (15)から溝部 (13)に挿入されたとき、前記縦板部
(18)に対面する縦壁部 (21)と、前記横板部 (19)に対面する横壁部 (22)とを備えており、
　錠部材 (10)の横板部 (19)の縁部と鍵部材 (9)の縦壁部 (21)の相互に前記ロック手段 (25)
を設け、錠部材 (10)の横板部 (19)と鍵部材 (9)の横壁部 (22)の相互に前記開閉連動手段 (29
)を設けて成ることを特徴とする請求項１に記載の商品展示ケースの開閉施錠装置。
【請求項３】
前記開閉連動手段 (29)は、鍵部材 (9)の引出方向Ｒ１の移動により錠部材 (10)を後退方向
Ｒ２に移動させる開放連動カム機構 (30)と、鍵部材 (9)の挿入方向Ｆ１の移動により錠部
材 (10)を前進方向Ｆ２に移動させる閉鎖連動カム機構 (31)により構成されて成ることを特
徴とする請求項１又は２に記載の商品展示ケースの開閉施錠装置。
【請求項４】
前記閉鎖連動カム機構 (31)は、引出方向Ｒ１に移動された鍵部材 (9)と後退方向Ｒ２に移
動された錠部材 (10)を相互にＹ軸方向から嵌合することにより、鍵部材 (9)が出入口 (15)
から抜き出されることを阻止する孔 (36)と突起 (37)を構成して成ることを特徴とする請求
項３に記載の商品展示ケースの開閉施錠装置。
【請求項５】
鍵部材 (9)は、ケース本体 (5)のハウジング (8)に対して挿入方向Ｆ１に移動した状態で、
該ハウジングの出入口 (15)の縁部とほぼ面一となるように挿入される栓部 (23)を備え、該
栓部 (23)に引出用磁性体 (24)を設けて成ることを特徴とする請求項１、２、３又は４に記
載の商品展示ケースの開閉施錠装置。
【請求項６】
請求項５に記載の開閉施錠装置 (7)を解錠する解錠装置 (39)であり、
　ケース本体 (5)のハウジング (8)の外部から鍵部材 (9)のロック手段 (25)に臨む第一支持
壁 (41)と、鍵部材 (9)の栓部 (23)に臨む第二支持壁 (42)と、錠部材 (10)の後退方向Ｒ２に
対向して該錠部材 (10)に臨み前記第一支持壁 (41)と平行に延びる受入溝 (43)を構成し、
　前記第一支持壁 (41)に解錠磁石手段 (44)を設けると共に、前記第二支持壁 (42)に引出磁
石手段 (45)を設けて成ることを特徴とする商品展示ケースの開閉施錠装置における解錠装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、商品、特に、ＣＤやＤＶＤ等を収納したソフト収納ケースを販売店や貸出店
等の店舗において展示するための外装ケースとして使用される商品展示ケースに係り、顧
客が商品展示ケースからソフト収納ケースを勝手に取り出すことができないように施錠す
る開閉施錠装置とその解錠装置を提供するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ソフト収納ケースの外装ケースとして使用される商品展示ケースは、収納室に対
してソフト収納ケースを挿脱自在とするケース本体の開口部に、開口縁から開口部の一部
分を開閉自在に閉鎖する開閉施錠装置を設けたものが公知である。
【０００３】
　開閉施錠装置は、ケース本体の開口縁にハウジングを設ける一方、該ハウジングに対し
て錠部材を着脱自在に固着し、錠部材により開口部の一部分を開閉自在に閉鎖するように
構成している。錠部材は、ハウジングに挿入することにより自動ロック機構を介して取外
し不能に固着され、これによりソフト収納ケースを外装ケースから取出せないように施錠
する。
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【０００４】
　顧客がソフトの販売又は貸出を希望する場合は、店舗の従業員が専用の鍵で錠部材のロ
ックを解除し、錠部材をハウジングから取外すことにより、外装ケースからソフト収納ケ
ースを取出し、顧客に引き渡す。
【特許文献１】特許第３１５８２７２号公報
【特許文献２】特許第２８１１４１８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　前述の従来技術の場合、外装ケースのハウジングに対して錠部材を着脱自在に固着する
構成であり、解錠に際しては、専用の鍵で錠部材のロックを解除した後、錠部材をハウジ
ングから取外す作業を行い、また、施錠に際しては、錠部材をハウジングに正確に位置決
めした状態で挿入固着する作業を行うため、作業が煩雑である。
【０００６】
　しかも、錠部材は、ケース本体から取外されてしまうから、その紛失を防止するために
は、解錠の後、再度、錠部材をハウジングに挿着することによりケース本体に付属させて
おくことが好ましい。然しながら、作業が煩雑なため、店舗の従業員が取外した錠部材を
そのまま放置する虞れがあり、解錠後の錠部材が散乱するという問題がある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上述のような課題を解決した商品展示ケースの開閉施錠装置及びその解錠装
置を提供するものである。
【０００８】
　そこで、本発明の開閉施錠装置が手段として構成したところは、収納室に対して商品を
挿脱自在とするケース本体の開口部に、開口縁から開口部の一部分を開閉自在に閉鎖する
開閉施錠装置を設けた構成において、ケース本体の開口縁に沿ってＸ軸方向に延設される
と共に該Ｘ軸方向の端部に出入口を開設したハウジングと、Ｘ軸方向に関して前記出入口
を介して挿入方向と引出方向に進退移動自在となるようにハウジングに挿入された鍵部材
と、ケース本体の開口縁から開口部向かうＹ軸方向に関して開口部に対する前進方向と後
退方向に進退移動自在となるように前記ハウジングに添設された錠部材とから構成されて
おり、前記鍵部材は、ハウジングに挿入された状態で前記引出方向への移動を阻止するよ
うに係止するロック手段を備え、ハウジングの外部から解錠磁石手段を臨ませたとき該ロ
ック手段の係止を解除する解錠用磁性体を設けており、前記錠部材と鍵部材は、相互に、
鍵部材を挿入方向に移動したとき錠部材を前進方向に移動させ、鍵部材を引出方向に移動
したとき錠部材を後退方向に移動させる開閉連動手段により連動的に連結されて成る点に
ある。
【０００９】
　本発明の実施形態において、ケース本体のハウジングは、ケース本体の開口縁に沿って
開口する溝開口を備えた溝部を形成すると共に、該溝部にＹ軸方向に突出する連結片を備
え、錠部材は、前記溝開口を被う縦板部と、該縦板部から溝開口の内部に向けて延びる横
板部とを備え、該横板部に前記連結片を挿入せしめる連結孔を形成し、鍵部材は、ハウジ
ングの出入口から溝部に挿入されたとき、前記縦板部に対面する縦壁部と、前記横板部に
対面する横壁部とを備えており、錠部材の横板部の縁部と鍵部材の縦壁部の相互に前記ロ
ック手段を設け、錠部材の横板部と鍵部材の横壁部の相互に前記開閉連動手段を設けてい
る。
【００１０】
　前記開閉連動手段は、鍵部材の引出方向の移動により錠部材を後退方向に移動させる開
放連動カム機構と、鍵部材の挿入方向の移動により錠部材を前進方向に移動させる閉鎖連
動カム機構により構成されている。
【００１１】
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　前記閉鎖連動カム機構は、引出方向に移動された鍵部材と後退方向に移動された錠部材
を相互にＹ軸方向から嵌合することにより、鍵部材が出入口から抜き出されることを阻止
する孔と突起を構成している。
【００１２】
　鍵部材は、ケース本体のハウジングに対して挿入方向に移動された状態で、該ハウジン
グの出入口の縁部とほぼ面一となるように挿入される栓部を備え、該栓部に引出用磁性体
を設けている。
【００１３】
　更に、本発明の解錠装置が手段として構成したところは、上述の開閉施錠装置を解錠す
る解錠装置であり、ケース本体のハウジングの外部から鍵部材のロック手段に臨む第一支
持壁と、鍵部材の栓部に臨む第二支持壁と、錠部材の後退方向に対向して該錠部材に臨み
前記第一支持壁と平行に延びる受入溝を構成し、前記第一支持壁に解錠磁石手段を設ける
と共に、前記第二支持壁に引出磁石手段を設けて成る点にある。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の開閉施錠装置は、ケース本体の開口部から収納室にソフト収納ケース等の商品
を収容した後、鍵部材をハウジングに対して挿入方向に移動させてやると、開閉連動手段
により錠部材が連動してケース本体の開口縁から開口部に向けて前進方向に移動され、ケ
ース本体の開口部の一部分を閉鎖することにより、ソフト収納ケース等の商品を展示ケー
スから取出不能とする。この際、鍵部材は、ハウジングの内部においてロック手段により
引出方向に移動しないように係止されるので、顧客が勝手に解錠することはできず、ケー
ス本体から商品を取出すことはできない。
【００１５】
　顧客がソフトの販売又は貸出を希望する場合は、店舗の従業員が解錠装置で前記ロック
手段の係止を解除すれば、錠部材は、ハウジングに対して引出方向に移動可能となる。そ
こで、鍵部材を引出方向に移動させてやると開閉連動手段により錠部材が連動して後退方
向に移動され、ケース本体の開口部から退避することにより該開口部を開放するので、商
品を展示ケースから取出し、顧客に引き渡すことができる。この際、錠部材は、ケース本
体から分離独立することはなく、ハウジングに付属せしめられているので、従来のように
紛失したり散乱するようなことはない。
【００１６】
　このように、請求項１に記載の本発明によれば、鍵部材を進退移動させると、この動作
に連動して錠部材が進退移動することにより、自動的に施錠と解錠を行う構成であるから
、作業を簡単容易に行うことができ、しかも、解錠後の錠部材が紛失したり散乱するよう
なことがなく、優れた効果を奏する。
【００１７】
　そして、請求項２に記載の本発明によれば、展示ケースを提供するにあたり開閉施錠装
置を組立てるに際して、錠部材の横板部をハウジングの溝開口から挿入し、連結孔に連結
片を挿入せしめることにより該錠部材をハウジングに連結した後、鍵部材を出入口から溝
部に挿入するだけで、簡単容易に組立てを行うことができる。
【００１８】
　また、請求項３に記載の本発明によれば、鍵部材の引出方向の移動により錠部材を後退
方向に連動させる動作を開放連動カム機構により行わせ、鍵部材の挿入方向の移動により
錠部材を前進方向に連動させる動作を閉鎖連動カム機構により行わせ、このように開放連
動カム機構と閉鎖連動カム機構を独立的に構成しているので、故障が少なく信頼性の高い
開閉連動手段を実現することができる。
【００１９】
　しかも、請求項４に記載の本発明によれば、解錠後の鍵部材を引出方向に移動すること
により錠部材を後退方向に連動させ、商品をケース本体の開口部から取出し可能とした状
態において、閉鎖連動カム機構の孔と突起を相互にＹ軸方向から嵌合せしめ、鍵部材が出
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入口から抜き出されてしまうことを阻止する構成であるため、鍵部材がハウジングから脱
落することはなく、鍵部材の紛失を防止する。
【００２０】
　更に、請求項５に記載の本発明によれば、鍵部材をハウジングに対して挿入方向に移動
した状態で、栓部を出入口の縁部とほぼ面一となるように挿入せしめる構成であるから、
不正な顧客がハウジングの内部に針金等の治具を挿入することによりロック手段を解錠す
ることは不可能であり、しかも、栓部を摘んで引出すこともできず、施錠時の高い安全性
を保証する。この際、栓部に引出用磁性体が設けられているので、店舗の従業員だけが、
解錠磁石手段でロック手段の係止を解除した後、引出用磁石手段で栓部を吸着することに
より、鍵部材を引出方向に移動させ、商品を取出すことができる。
【００２１】
　そして、本発明の解錠装置は、店舗の従業員が鍵部材のロック手段に対応するハウジン
グの背部を第一支持壁に沿わせ、栓部を第二支持壁に沿わせるように、ケース本体を所定
の姿勢で解錠装置に臨ませ、その状態からケース本体を第一支持壁に沿って移動させると
いうワンタッチ動作により、鍵部材の引出方向の移動と、これに連動する錠部材の後退方
向の移動を行わしめることができ、作業を極めて簡単容易に行うことができる。この際、
受入溝がケース本体の移動方向を示す目印として機能し、しかも、錠部材の後退方向への
移動を可能にする。
【００２２】
　以下図面に基づいて本発明の好ましい実施形態を詳述する。
【００２３】
（開閉施錠装置の構成）
　図１ないし図３に示すように、ソフト収納ケース等の商品１を収容する外装ケースとし
ての展示ケース２は、収納室３に対して商品１を挿脱自在に収容させるようにほぼ全面開
放状とされた開口部４を形成した皿状のケース本体５を構成しており、開口部の対向する
２辺に位置して、一方にストッパ壁６を設け、他方に開閉施錠装置７を設けている。
【００２４】
　開閉施錠装置７は、ケース本体５の開口縁に沿ってＸ軸方向に延設されたハウジング８
と、Ｘ軸方向に関して挿入方向Ｆ１と引出方向Ｒ１に進退移動自在となるようにハウジン
グ８に挿入された鍵部材９と、ケース本体５の開口縁から開口部４に向かうＹ軸方向に関
して開口部４に対する前進方向Ｆ２と後退方向Ｒ２に進退移動自在となるように前記ハウ
ジング８に添設された錠部材１０とから構成されている。ハウジング８は、前記ストッパ
壁６を共に、合成樹脂によりケース本体５と一体成形されており、鍵部材９と錠部材１０
は、それぞれ合成樹脂により別個に成形されている。
【００２５】
　従って、後述のように開閉施錠装置７を作動させることにより、錠部材１０を後退方向
Ｒ２に移動させると、商品１は、ストッパ壁６を乗り越えさせることにより開口部４を介
して収納室３にほぼ嵌入状に収容することができ、或いは、収容状態から開口部４を介し
て取出すことができる。商品１を収納室３に収納した状態で、錠部材１０を前進方向Ｆ２
に移動させると、錠部材１０が開口部４の一部分を閉鎖し、これにより商品１を相互に対
向するストッパ壁６と錠部材１０により拘束するので、商品１は収納室３から取出不能と
なる。
【００２６】
　ハウジング８は、ケース本体５の背壁５ａとほぼ同一面をなして起立する背壁１１と該
背壁１１の起立端からケース本体５の周壁５ｂに対面するＺ軸方向に延びる上壁１２によ
り溝部１３を形成している。溝部１３は、開口部４の開口縁に沿って開口する溝開口１４
と、Ｘ軸方向の端部に開口する出入口１５を開設しており、溝開口１４の内部にＹ軸方向
に突出する連結片１６を備えている。尚、溝部１３のＸ軸方向の他端部は端壁１７により
閉鎖されている。
【００２７】
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　錠部材１０は、前記溝部１３の溝開口１４を被う縦板部１８と、該縦板部１８から溝開
口１４の内部に向けて延びる横板部１９とを備え、該横板部１９に前記連結片１６を挿入
せしめる連結孔２０を形成している。従って、連結片１６と連結孔２０の係止により、錠
部材１０は溝部１３に対して脱落不能に組み込まれ、しかも、Ｙ軸方向には移動可能とさ
れている。
【００２８】
　鍵部材９は、ハウジング８の出入口１５から溝部１３に挿入されたとき、前記縦板部１
８に対面する縦壁部２１と、前記横板部１９に対面する横壁部２２とを備え、ハウジング
８に対して挿入方向Ｆ１に移動した状態で、出入口１５の縁部とほぼ面一となるように挿
入される栓部２３を備えており、該栓部２３の内側面に鉄板片等の引出用磁性体２４を設
けている。
【００２９】
　また、鍵部材９は、ハウジング８に挿入された状態で前記引出方向Ｒ１への移動を阻止
するように係止するロック手段２５を備えており、ハウジング８の背壁１１の外部から後
述する解錠磁石手段を臨ませたとき該ロック手段２５の係止を解除する鉄板片等の解錠用
磁性体２６を設けている。
【００３０】
　ロック手段２５は、鍵部材９とハウジング８の内壁部との相互間に設けても良いが、図
示実施形態では、鍵部材９の縦壁部２１と錠部材１０の横板部１９の縁部との相互間に設
けられている。即ち、鍵部材９の縦壁部２１に切欠を介して内側に向けて弾性的に付勢さ
れると共に引出方向Ｒ１に先端を有するロック爪２７が設けられ、これに対して、錠部材
１０の横板部１９の縁部には、ロック爪２７の先端を係止する切欠部２８が形成されてい
る。従って、鍵部材９を挿入方向Ｆ１に移動し、栓部２３を出入口１５に挿入すると、ロ
ック爪２７の先端が切欠部２８に係止することにより、鍵部材９の引出方向Ｒ１の移動を
阻止する。
【００３１】
　更に、錠部材１０と鍵部材９は、相互に、鍵部材９を挿入方向Ｆ１に移動したとき錠部
材１０を前進方向Ｆ２に移動させ、鍵部材９を引出方向Ｒ１に移動したとき錠部材１０を
後退方向Ｒ２に移動させる開閉連動手段２９により連動的に連結されている。
【００３２】
　図示実施形態において、開閉連動手段２９は、錠部材１０の横板部１９と鍵部材９の横
壁部２２の相互間に設けられ、鍵部材９の引出方向Ｒ１の移動により錠部材１０を後退方
向Ｒ２に移動させる開放連動カム機構３０と、鍵部材９の挿入方向Ｆ１の移動により錠部
材１０を前進方向Ｆ２に移動させる閉鎖連動カム機構３１により構成されている。
【００３３】
　開放連動カム機構３０は、鍵部材９の横壁部２２から引出方向Ｒ１に向けて下向き傾斜
面を有する主動手段３２と、錠部材１０の横板部１９から挿入方向Ｆ１に向けて上向き傾
斜面を有する従動手段３３とから構成されている。尚、主動手段３３は、アーム状に突出
せしめ、若干の可撓性を有することが好ましい。従って、鍵部材９を引出方向Ｒ１に移動
すると、主動手段３２の下向き傾斜面が従動手段３３の上向き傾斜面に沿って摺動し、錠
部材１０を後退方向Ｒ２に移動させるように構成されている。尚、横壁部２２の主動手段
３２に近傍する個所には従動手段３３の先端を受け入れる孔等の空間部３４が形成されて
おり、横板部１９の従動手段３３に近傍する個所には主動手段３２の先端を受け入れる孔
等の空間部３５が形成されている。
【００３４】
　閉鎖連動カム機構３１は、引出方向Ｒ１に移動された鍵部材９と後退方向Ｒ２に移動さ
れた錠部材１０を相互にＹ軸方向から嵌合することにより、鍵部材９が出入口１５から抜
き出されることを阻止する孔３６と突起３７を備えており、鍵部材９を引出位置から挿入
方向Ｆ１に移動したとき、突起３７と孔３６の縁部の相互摺動により、錠部材１０を前進
方向Ｆ２に移動させるカム面３８を突起３７に設けている。図示実施形態においては、孔
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３６を錠部材１０の横板部１９に設け、突起３７を鍵部材９の横壁部２２に設けると共に
、挿入方向Ｆ１に向かう側の突起３７の縁部に突起の先端から上向き傾斜するカム面３８
を設けているが、これとは反対に、孔３６を鍵部材９の横壁部２２に設け、突起３７を錠
部材１０の横板部１９に設けても良い。
【００３５】
（解錠装置の構成）
　前述の開閉施錠装置７の解錠を簡単容易に行わしめるため、図４（Ａ）に示すような解
錠装置３９が提供される。解錠装置３９は、ベース壁４０と、ケース本体５におけるハウ
ジング８の背壁１１の外部から鍵部材９のロック手段２５に臨む第一支持壁４１と、鍵部
材９の栓部２３に臨む第二支持壁４２とを一体に備えている。
【００３６】
　ベース壁４０は、錠部材１０の後退方向Ｒ２に対向して該錠部材１０に臨み、前記第一
支持壁４１と平行に延びる受入溝４３を形成している。
【００３７】
　第一支持壁４１は、内壁面に露出するように解錠磁石手段４４を設けており、第二支持
壁４２は、内壁面に露出するように引出磁石手段４５を設けている。
【００３８】
（作用）
　解錠装置３９の使用方法を図４（Ｂ）に基づいて説明し、開閉施錠装置７の解錠時の作
用を図３に基づいて説明する。
【００３９】
　図３（Ａ）（Ｂ）は、鍵部材１０を挿入方向Ｆ１に移動し、栓部２３を出入口１５に挿
入した状態を示している。この状態で、閉鎖連動カム機構３１の突起３７は孔３６から脱
しており、該突起３７が錠部材１０の横板部１９を押下することにより、錠部材１０を前
進方向Ｆ２に移動せしめている。また、ロック手段２５のロック爪２７の先端が切欠部２
８に係止し、鍵部材９の引出方向Ｒ１の移動を阻止している。
【００４０】
　このような施錠状態から　店舗の従業員が解錠装置３９の使用し、開閉施錠装置７を解
錠することにより、展示ケース２から商品１を取出すに際しては、図４（Ｂ）に示すよう
に、ケース本体５を開閉施錠装置７が下向きとなるように姿勢保持した状態で、ハウジン
グ８の背壁１１を第一支持壁４１に沿わせると共に、栓部２３を第二支持壁４５に沿わし
めるようにして、矢印ＤＮで示すように開閉施錠装置７を解錠装置３９に臨ませ、その状
態からケース本体５を第一支持壁４１に沿って矢印ＳＤで示すように移動させるというワ
ンタッチ動作を行えば、解錠磁石手段４４と解錠用磁性体２６の吸着を介して鍵部材９の
ロック手段２５の係止解除が自動的に行われ、引出磁石手段４５と引出磁性体２４の吸着
を介して栓部２３を第二支持壁４５に固定させた状態で、鍵部材９の引出方向Ｒ１の移動
と、これに連動する錠部材１０の後退方向Ｒ２の移動を行わしめることができる。
【００４１】
　即ち、解錠磁石手段４４がハウジング８の背壁１１に臨むと、ロック手段２５の解錠用
磁性体２６が吸引力を受けるため、図３（Ｃ）に示すように、ロック爪２７が弾発付勢力
に抗して揺動し、該ロック爪２７の先端を切欠部２８から脱する。従って、鍵部材９は、
引出方向Ｒ１に移動可能な状態となる。
【００４２】
　前述のように、栓部２３の引出用磁性体２４が引出磁石手段４５に吸着されているので
、ケース本体５を移動すると、図３（Ｄ）（Ｅ）に示すように、鍵部材９とハウジング８
が相対的に移動する、即ち、鍵部材９がハウジング８に対して引出方向Ｒ１に移動する。
鍵部材９が引出方向Ｒ１に移動すると、開放連動カム機構３０のアーム状の主動手段３２
が撓みながら従動手段３３に係合しつつ摺動することにより、錠部材１０を後退方向Ｒ２
に移動せしめる。この際、閉鎖連動カム機構３１の突起３７は孔３６に滑落するので、錠
部材１０の後退方向Ｒ２の移動を可能にすると共に、鍵部材９が出入口１５から引き抜か
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れて脱落することを阻止する。このように鍵部材９の引出方向Ｒ１の移動に連動して錠部
材１０を後退方向Ｒ２に移動させ、縦板部１８をケース本体５の開口部４から退避させる
ことにより、開口部４を開放するので、商品１は収納室３から取出し可能となる。
【００４３】
　解錠後、ケース本体５の収納室３に商品１を収容した後、再度、開閉施錠装置７による
施錠を行う場合は、鍵部材９を引出位置から単に挿入方向Ｆ１に移動し、栓部２３を出入
口１５に挿入するだけで良い。例えば、作業者が指先等で鍵部材９を挿入方向Ｆ１に押し
込むと、閉鎖連動カム機構３１における突起３７のカム面３８が孔３６の縁部に対して挿
入方向Ｆ１に向けて押圧するので、孔３６の縁部がカム面３８に沿ってＹ軸方向に移動し
、錠部材１０を前進方向Ｆ２に移動させ、縦板部１８によりケース本体５の開口部４の一
部分を閉鎖する。挿入方向Ｆ１の移動により、突起３７は、孔３６から脱した後、錠部材
１０の横板部１９に接支され、錠部材１０を後退方向Ｒ２に移動しないように固定する。
更に、栓部２３が出入口１５に挿入されるまで鍵部材９を挿入方向Ｆ１に移動すると、ロ
ック手段２５におけるロック爪２７の先端が切欠部２８に係止し、鍵部材９を引出方向Ｒ
１に移動しないように固定する。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
【図１】本発明に係る開閉施錠装置の１実施形態を備えた展示ケースを示しており、（Ａ
）は施錠状態を示す斜視図、（Ｂ）は解錠状態を示す斜視図である。
【図２】開閉施錠装置の１実施形態の要部を示す分解斜視図である。
【図３】開閉施錠装置の作用を示しており、（Ａ）は施錠状態を示す縦断面図、（Ｂ）は
施錠状態を示す横断面図、（Ｃ）はロック手段の係止が解除された状態を示す横断面図、
（Ｄ）は解錠状態を示す縦断面図、（Ｅ）は解錠状態を示す横断面図である。
【図４】本発明に係る解錠装置の１実施形態を示しており、（Ａ）は解錠装置と開閉施錠
装置の関係を示す斜視図、（Ｂ）は解錠方法を示す斜視図である。
【符号の説明】
【００４５】
　　１　　商品（ソフト収納ケース）
　　２　　展示ケース
　　３　　収納室
　　４　　開口部
　　５　　ケース本体
　　７　　開閉施錠装置
　　８　　ハウジング
　　９　　鍵部材
　１０　　錠部材
　１３　　溝部
　１４　　溝開口
　１５　　出入口
　１６　　連結片
　１８　　縦板部
　１９　　横板部
　２０　　連結孔
　２１　　縦壁部
　２２　　横壁部
　２３　　栓部
　２４　　引出用磁性体
　２５　　ロック手段
　２６　　解錠用磁性体
　２７　　ロック爪
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　２８　　切欠部
　２９　　開閉連動手段
　３０　　開放連動カム機構
　３１　　閉鎖連動カム機構
　３２　　主動手段
　３３　　従動手段
　３６　　孔
　３７　　突起
　３８　　カム面
　３９　　解錠装置
　４１　　第一支持壁
　４２　　第二支持壁
　４３　　受入溝
　４４　　解錠磁石手段
　４５　　引出磁石手段
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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